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国立大学法人滋賀大学事業報告書  

 

「Ⅰ はじめに」  

 
  

本学は、教育基本法の精神と本学の理念に則り、豊かな一般教養と専門学科に関する最高

の教育を授けるとともに、最深の学理を究め、もってわが国文化の発展を図り、世界の進歩

に寄与することを目的として、グローバル化する社会にふさわしい未来志向で文理融合の学

識と、地域の発展に貢献できる課題解決能力を備えた、イノベーティブな創造力を有しリー

ダーシップを発揮できる人材の育成をさらに推し進める。そして、これまでの重点領域であ

る環境・リスクの研究課題に継続して取り組むのみならず、新たな重点領域を切り拓いてい

くことなどを目標に教育研究活動を行っている。 

 

本学では、喫緊の課題である運営費交付金の縮減等に対応するため、人件費、管理費及び

物件費の節減等の管理コスト縮減方策に取り組む一方、競争的教育資金の獲得や自己収入の

増加方策などに取り組むことにより、教育研究経費の増額に努め、着実な成果を顕している

ところである。 

 

本年度は、第３期中期目標計画期間の最終年度であり、本学が目指している人文社会系大学か

ら文理融合型大学への転換と大学院の再編に主眼を置いた組織改革も一層の進捗が図られた。こ

のような状況の中、本学の経営方針の基本となっている「未来創生『滋賀大学』構想」の実現に

向け、学長のリーダーシップが一層発揮されるように環境を整えた。 

 

また、本学の教育・研究の発展、充実、機能強化等中期目標・中期計画の達成に向けて予

算配分を行った。主な内容としては、各部局への基盤的経費を確保するとともに学長裁量経

費については、教育研究活動の更なる活性化のための基盤強化を目的に、「未来創生『滋賀

大学』構想」を実現するための事業を選定し、重点配分を行った。併せて目的積立金を利用し、

産学公連携の更なる拡充に向けたイノベーション・コモンズ（共創拠点）整備事業等を実施した。 

 

加えて、新型コロナウイルス感染症への対策として、ワクチン職域接種に取り組み、県内

の大学・病院の協力を得て、学生及び教職員へのワクチン接種を実施した。この職域接種で

は、教職員の家族のほか、県内大学、県内経済界にも接種機会利用を呼びかけ、地域への貢

献を図った。 

 

本学は、今後も引き続き、学長のリーダーシップの下、本学に関わるすべての人々の理解

と協力を得るべく、学内資源の戦略的な再配分を実行できるよう、ガバナンス改革をはじめ

とする様々な改革に積極的に取り組んでいく。 

さらに、教育・研究と社会貢献を通じて、国立大学としての社会的使命を果たすとともに、

中長期の将来ビジョンや教育研究組織の全学的改革に向けた取組を行っていくものである。 
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「Ⅱ 基本情報」  

１． 目標 

（中期目標前文） 
「滋賀大学憲章」にある「琵琶湖世界 BIWAKO Cosmos から世界へのつながりを拓く」にしたが

い、本学は、地域に根ざす視点とグローバルな視野とをあわせもつ「知の拠点」として、豊かな人

間性を備えた専門性の高い職業人の養成と、創造的な学術研究への挑戦を通して、社会の持続可能

な発展に貢献することを基本理念としている。 
こうした理念を踏まえて本学は、グローバル化する社会にふさわしい未来志向で文理融合の学識

と、地域の発展に貢献できる課題解決能力を備えた、イノベーティブな創造力を有しリーダーシッ

プを発揮できる人材の育成をさらに推し進める。そして、これまでの重点領域である環境・リスク

の研究課題に継続して取り組むのみならず、新たな重点領域を切り拓いていく。 
戦後 70 年を経た今、国立大学法人のいずれもが、一大転換期を迎えている。第３期中期目標期間

にあたり、創立以来教育学部と経済学部の２学部体制で運営してきた本学は、第２期中期目標期末

に策定した「滋賀大学将来構想大綱」に盛られた諸改革の実現に向けて取り組み、機能強化を図ら

ねばならない。すなわち、①地域の教員養成の中心であり、経済経営系の高度専門職業人の育成機

関である両学部の強みと特色を発揮する改革、②教養教育を柱とした全学的な教育内容の革新と体

制の整備、③地域の課題に応え、グローバルな課題解決を目指す未来志向で文理融合型の新学部の

設置、④学び直しの機能を強化し、地域イノベーションを担う人材育成のための大学院組織の再編、

⑤県内国公私立大学等との連携の推進による知の拠点としての役割の向上である。 
さらに、組織改編を契機とする持続的改革を推し進めるにあたり、高等教育への社会的要請に応え

つつ、多様な形で地域社会の発展に貢献することを、本学の使命の一つとして位置づける。 
これらの目標を確実に達成するために、学長のリーダーシップの下、本学に関わるすべての人々の

理解と協力を勝ち得るべく、学内資源の戦略的な再配分を実行できるよう、ガバナンス改革をはじ

めとする様々な改革に積極的に取り組んでいく。そして、個性を重んじる自由な雰囲気の中で、学

生にとって学びがいがあり、教職員にとって働きがいのある大学を創造する。 

 

２． 業務内容 

 

３．沿革  
 
 昭和 24 年 5 月 31 日 滋賀大学設置 

平成 16 年 4 月 1 日  国立大学法人滋賀大学設立 

 

４．設立根拠法  
 

 国立大学法人法（平成15年法律第112号）  

・国立大学を設置し、これを運営すること。 

・学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

・当法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施、その他の当法人以外の 

者との連携による教育研究活動を行うこと。 

・公開講座の開設、その他学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

・当法人における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

・当法人における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって、政令で定めるものを 

実施する者に出資すること。 

・前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

（国立大学法人法第２２条） 
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５．主務大臣（主務省所管局課）  
 
 
 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）  

 

   

 

６．組織図（令和３年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．所在地  

 滋賀県彦根市  

 

８．資本金の状況  

  ２０，２５６，３２０，００７円（全額 政府出資）  
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９．学生の状況（令和３年５月１日現在） 

 総学生数      ４，８５３人 

学士課程     ３，４４０人  
  修士課程               ３８人  
  博士前期課程          １１６人  
  博士後期課程           １７人 
  専門職学位課程     ３７人 

  教育特別専攻科         １１人 

  附属幼稚園      １２０人 

  附属小学校      ６２１人 

  附属中学校      ３２３人 

  附属特別支援学校    ５６人  

 

１０．役員の状況  
 役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事５人（非常勤１名含む）、監事２人。

任期は国立大学法人法第１５条の規定に基づく国立大学法人滋賀大学学長選考規程第３条及び国立大

学法人滋賀大学役員会規程第３条の定めるところによる。         （令和４年３月１日現在） 

役 職 氏 名 任期 主な経歴 

学 長 位田隆一 
平成 28 年 4 月 1 日 

～令和 4年 3月 31 日 

昭和 51 年 4 月 京都大学法学部 助手 

昭和 54 年 4 月 岡山大学法文学部 講師 

昭和 55 年 4 月  同  法学部 助教授 

昭和 59 年 4 月 京都大学法学部 助教授 

昭和 61 年 11 月  同  法学部 教授 

平成 4 年 4月   同    大学院法学研究科 教授 

平成 5 年 5月 外務省外務事務官（併任）（同年 8 月まで） 

平成 12 年 4 月 文部省学術国際局・文部科学省研究振興局科

学官（併任）(平成 18 年 3月まで)  

平成 17 年 10 月 日本学術会議会員 （平成 20 年 9 月まで） 

平成 18 年 4 月 京都大学大学院公共政策連携研究部教授（平

成 21 年 3月） 

平成 21 年 4 月 京都大学大学院法学研究科 教授 

平成 24 年 3 月 京都大学を定年により退職（同年 4 月 京都

大学名誉教授） 

平成 24 年 4 月 同志社大学大学院ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ研究科特

別客員教授、滋賀大学監事（非常勤）、京都女

子大学客員教授 

平成 27 年 4 月 公益財団法人国際高等研究所副所長（平成 30

年 3 月まで） 

理事・副学長 
（総務・企画担当）

小 倉 明 浩 
平成 30 年 4 月 1 日 

～令和 4年 3月 31 日 

昭和 63 年 4 月 滋賀大学助手（経済学部） 

昭和 64 年 1 月   同  講師（経済学部） 

平成 5 年 1月   同  助教授（経済学部） 

平成 15 年 4 月   同  教授（経済学部） 

平成 16 年 4 月   同 経済学部副学部長（平成 17 年 3 月 31

日まで） 

平成 16 年 12 月   同 学長補佐（平成 17 年 12 月 20 日まで） 

平成 18 年 4 月    同 学長補佐（平成 22 年 3月 31 日まで） 

平成 20 年 4 月   同 評議員（平成 22 年 3 月 31 日まで） 

平成 20 年 4 月    同 経済学部副学部長（平成 23 年 3 月 31

日まで） 

平成 23 年 4 月    同 副学長（平成 26 年 3 月 31 日まで） 

平成 24 年 4 月   同 国際センター長（平成 26 年 3 月 31 日

まで） 

平成 26 年 4 月   同 経済学部学部長（平成 30 年 3 月 31 日

まで） 

理事・副学長 
（教育・学術担当）

喜名信之 
平成 30 年 4 月 1 日 

～令和 4年 3月 31 日 

昭和 58 年 4 月 滋賀大学講師（教育学部） 

昭和 62 年 4 月   同  助教授（教育学部） 

平成 10 年 6 月   同  教授（教育学部） 

平成22年4月 滋賀大学大学院教育学研究科副研究科長 （平

成 23 年 3 月 31 日まで） 

平成 23 年 4 月 滋賀大学評議員（平成 26 年 3月 31 日まで） 

平成 26年 4月   同 教育学部長（平成28年 3月 31日まで） 
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理事・副学長 
（データサイエン

ス・社会連携・情報

担当） 

須江雅彦 
平成 28 年 4 月 1 日 

～令和 4年 3月 31 日 

昭和 54 年 4 月 総理府に入府（大臣官房総務課（兼内閣官房

内閣参事官室）） 

昭和 61 年 4 月 沖縄開発庁総務局企画課課長補佐 

平成 5 年 7月 通商産業省産業政策局産業政策企画官 

平成 7 年 7月 総務庁恩給局審議課長 

平成 9 年 7月 日本学術会議事務局情報国際課長 

平成 10 年 1 月     同      庶務課長 

平成 11 年 7 月 総理大臣官邸報道室長（兼内閣官房内閣広報

室内閣審議官） 

平成 12 年 8 月 内閣官房内閣広報室内閣審議官（兼総理府政

府広報室参事官） 

平成 13 年 1 月 内閣官房内閣広報室総括担当内閣参事官 

平成 15 年 1 月 内閣府沖縄担当政策統括官付総括担当参事官 

平成 16 年 7 月 内閣府大臣官房参事官（官房総務課担当） 

平成 17 年 8 月 内閣府大臣官房人事課長 

平成 18 年 7 月 日本学術会議事務局次長 

平成 18 年 10 月    同       兼ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 25 担当大

臣特命室次長 

平成 19 年 7 月 総務省大臣官房審議官兼財務省大臣官房審議

官 

平成 23 年 8 月 総務省統計局統計調査部長 

平成 24 年 9 月 総務省統計局長 

平成 26 年 7 月 総務省 統計研修所長（兼大臣官房統計情報戦

略推進官） 

理 事 
（財務・施設担当）

清廣哲之 
令和 3年 9月 21 日 

～令和 4年 3月 31 日 

平成 2 年 11 月 山口大学庶務部人事課 

平成 4 年 10 月 山口大学教育学部 

平成 5 年 4月 山口大学庶務部人事課 

平成 7 年 7月 放送大学学園総務部総務課 

平成 8 年 12 月 文部省大臣官房総務課国会連絡調整室 

平成 15 年 7 月 文部科学省大臣官房総務課専門官 

平成 15 年 8 月 千葉大学総務部人事課長 

平成 16 年 4 月 千葉大学財務部財務課長 

平成 19 年 1 月 文部科学省大臣官房総務課課長補佐 

平成 26 年 9 月 文部科学省スポーツ・青少年局体育官 

平成 27 年 10 月 スポーツ庁政策課スポーツ動向調査官 

平成 28 年 4 月 新潟大学総務部長 

平成 31 年 4 月 九州大学総務部長 

令和3年4月 独立行政法人日本学生支援機構グローバル人材

育成本部グローバル人材育成部長 

理 事 
（大学運営全般担

当）（非常勤） 
塩田浩平 

令和 3年 4月 1日 

～令和 4年 3月 31 日 

昭和 51 年 4 月 国立遺伝学研究所人類遺伝部研究員 

昭和 53 年 4 月 京都大学医学部助手 

昭和 54 年 1 月 京都大学医学部講師 

昭和 56 年 10 月 京都大学医学部助教授 

平成 2 年 6月 京都大学医学部教授 

平成 5 年 4月 京都大学大学院医学研究科教授（改組による） 

平成 13 年 4 月 京都大学総長補佐（平成 15 年 12 月まで） 

平成 17 年 10 月 京都大学大学院医学研究科副研究科長（平成

19 年 9 月まで） 

平成 19 年 10 月 京都大学大学院医学研究科長・医学部長（平

成 20 年 9月まで） 

平成 20 年 10 月 京都大学理事・副学長（平成 24 年 9 月まで） 

平成24年10月 京都大学大学院総合生存学館準備室特定教授 

平成 25 年 4 月 京都大学大学院総合生存学館特定教授 

平成 26 年 4 月 国立大学法人滋賀医科大学学長（令和 2 年 3

月まで） 

監 事 
（非常勤） 

近藤智子 
令和 4年 3月 1日 

～令和 6年 8月 31 日 

昭和 58 年 4 月 千代田火災海上保険株式会社入社 

平成 13 年 4 月 あいおい損害保険株式会社（商号変更） 

平成 20 年 4 月 あいおい損害保険株式会社再保険部リスクソ

リューション室長 

平成22年10月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社再保

険部長（商号変更） 

平成 25 年 4 月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社理事

総務部長 

平成 27 年 4 月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社執行

役員 

平成 29年 4月 MS＆ADインシュアランスグループホールディ

ングス株式会社常勤監査役（令和 3 年 6 月ま

で） 
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監 事 
（非常勤） 

菱田基和代 
平成 28 年 4 月 1 日 

～令和 6年 8月 31 日 

昭和 54 年 4 月 最高裁判所司法修習生（第 33 期）（昭和 56 年

3 月まで） 

昭和 56 年 4 月 広島地方裁判所 判事補 

昭和 57 年 8 月 依願退官 

昭和 58 年 2 月 京都弁護士会登録 弁護士 

昭和 58 年 2 月 菱田法律会計事務所 弁護士 

 

１１．教職員の状況（令和３年５月１日現在） 

 教員 ５３７人（うち常勤２９９人、非常勤２３８人） 
 職員 ３４７人（うち常勤１２２人、非常勤２２５人）  
 （常勤教職員の状況）  
  常勤教職員は前年度比８名増であり、平均年齢は４６．４７歳（前年度４６．５７歳） 

となっております。このうち、国からの出向者は２人、 
地方公共団体からの出向者２人、民間からの出向者は０人です。  
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「Ⅲ 財務諸表の概要」  
 
（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。）  
 
１． 貸借対照表 

（詳細については、令和３事業年度財務諸表１～３ページを参照） 
 

                                                     （単位：百万円） 

 資産の部  金額  負債の部  金額   

固定資産 
 有形固定資産 
  土地 
  建物 
   減価償却累計額等 
  構築物 
   減価償却累計額等 
  工具器具備品 
   減価償却累計額等 

図書 
その他の有形固定資産 
無形固定資産 
投資その他の資産 

流動資産 
現金及び預金 
その他の流動資産 

２１，８７２ 
２１，８４１ 
１３，１８１ 
１１，１３２ 
△６，４３４ 

  １，８１５ 
△１，１１０ 

  １，３９７ 
△１，０７５ 
２，４３１ 

５０３ 
２８ 

      ３ 
２，４９８ 
２，４３８ 

     ６０ 
 

 

固定負債 
 資産見返負債 
 長期未払金 
 退職給付引当金 
その他の固定負債 

流動負債 
 運営費交付金債務 
その他の流動負債 

３，２７３ 
３，２２９ 
   ４０ 
    １ 
    ３ 
２，２０１ 

  － 
２，２０１ 

負債合計 ５，４７４  

純資産の部 金額 

資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 

２０，２５６ 
２０，２５６ 
△１，９２７ 

５６６ 

純資産合計 １８，８９６  

資産合計 ２４，３６９ 負債純資産合計 ２４，３６９  
 
   備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
 
２．損益計算書 

（詳細については、令和３事業年度財務諸表４ページを参照） 
 

                     （単位：百万円）              

  金額   

経常費用(A）  ５，８９６ 

 業務費  
  教育経費  
  研究経費  
  教育研究支援経費  
  人件費  
  その他  
 一般管理費  
 財務費用 
 雑損 

   ５，７０２ 
７２２ 
２２７ 
１５７ 

４，３０８ 
２８８ 
１９３ 
  ２ 
  ０ 

経常収益(B) ５，９５３ 

 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 その他の収益 

３，０４５ 
２，１０４ 

８０４ 

臨時損益(C) ２８５ 

目的積立金取崩額(D)       ６３ 
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当期総利益（B-A+C+D） ４０５ 

        備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 

 
３．キャッシュ・フロー計算書 

（詳細については、令和３事業年度財務諸表５ページを参照） 
 

                     （単位：百万円）           

  金額  

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) ３３０ 

 人件費支出 
 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 
 その他の業務収入 

△４，４７４ 
△１，１１８ 
３，２０７ 
１，９４３ 

     ７７１ 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △４８２ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △８０ 

Ⅳ資金に係る換算差額(D)  － 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） △２３２ 

Ⅵ資金期首残高(F) ２，６７０ 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） ２，４３８ 

      備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 

           
 
４．国立大学法人等業務実施コスト計算書  

（詳細については、令和３事業年度財務諸表７ページを参照）  
 

                     （単位：百万円）           

   金額   

Ⅰ業務費用  ３，２６１ 

 損益計算書上の費用  
 （控除）自己収入等  

５，８９６ 
△２，６３５ 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）  
Ⅱ損益外減価償却相当額  
Ⅲ損益外除売却差額相当額  
Ⅳ引当外賞与増加見積額 
Ⅴ引当外退職給付増加見積額  
Ⅵ機会費用 

 
３６１ 
  ０ 
 △４ 

      ３１ 
      ３８ 

Ⅶ国立大学法人等業務実施コスト  ３，６８７ 
      備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
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５．財務情報 

(1) 財務諸表の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

令和３年度末現在の『資産合計』は、前年度比３００百万円（△1.22％）減（以

下、特に断らない限り前年度比増減率）の２４，３６９百万円となっている。 

主な要因としては、、『現金及び預金』が２３２百万円（△8.68％）減の２，４

３８百万円となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

令和３年度末現在の『負債合計』は、４９３百万円（△8.27％）減の５，４７４

百万円となっている 

主な要因としては、『未払金』が３３６百万円（△27.25％）減の８９８百万円

となったことが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

令和３年度末現在の『純資産合計』は１９４百万円（1.04％）増の１８，８９６

百万円となっている。 

主な要因としては、『当期未処分利益』が２３４百万円（136.27％）増の４０５

百万円となったことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

令和３年度の『経常費用』は６０百万円（△1.02％）減の５，８９６百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、『教育経費』が１２４百万円（△14.69％）減の７２２

百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

令和３年度の『経常収益』は１６７百万円（△2.73％）減の５，９５３百万円と

なっている。 

主な増加要因としては、『補助金等収益』が１５６百万円（△48.65％）減の１

６５百万円となったことが挙げられる。 

 

（当期総利益） 

上記経常損益等の結果、令和３年度の『当期総利益』は２３４百万円（136.27％）

増の４０５百万円となっている。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 
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令和３年度の『業務活動によるキャッシュ・フロー』は６４１百万円（△66.04％）

減の３３０百万円となっている。 

主な要因としては、『補助金収入』が２６５百万円（△59.94％）減の１７７百

万円となったことがあげられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の『投資活動によるキャッシュ・フロー』は４２３百万円（△726.71％）

減の△４８２百万円となっている。 

主な要因としては、『施設費による収入』が、△４２４百万円（△64.65％）減

の２３２百万円となったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の『財務活動によるキャッシュ・フロー』は、増減なしの△８０百万

円となっている。 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

令和３年度の『国立大学法人等業務実施コスト』は９８百万円（△2.59％）減の

３，６８７百万円となっている。 

主な要因としては、『(控除)自己収入等』が１０８百万円（4.27％）増の２，６

３５百万円となったことが挙げられる。 

 

  (表 ) 主要財務データの経年表                        （単位：百万円）  
区分  平成29年度  平成30年度  令和元年度  令和2年度 令和3年度  

資産合計  22,908  22,947  23,483  24,669  24,369 

負債合計  4,703  4,912  5,213  5,967  5,474 

純資産合計  18,205  18,035  18,270  18,702  18,896 

経常費用  5,712  5,712  5,849  5,957  5,896 

経常収益  5,791  5,774  5,923  6,120  5,953 

当期総損益  80  62  74  172 405 

業務活動によるキャッシュ・フロー  208  114  324  970   330 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △69  △103  183  △58   △482 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △65  △71  △80  △80   △80 

資金期末残高  1,470  1,410  1,838  2,670   2,438 

国立大学法人等業務実施コスト  3,514  3,558 3,557  3,785  3,687 

（内訳）       

 業務費用  3,279  3,200  3,291  3,432  3,261 

  うち損益計算書上の費用  5,712  5,712  5,850  5,959  5,896 

  うち自己収入  △2,433  △2,512  △2,559  △2,527  △2,635  
 損益外減価償却相当額  328  327  319  336  361 

 損益外減損損失相当額  0  0  -  -  - 

 損益外利息費用相当額  0  0  -  -  - 

損益外除却差額相当額 0  0  0  0  0 

引当外賞与増加見積額 9  9  △13  1  △4 

 引当外退職給付増加見積額  △112  △21  △43  △6  31 

 機会費用  9  1  2  22  38 

 （控除）国庫納付額  -  -  -  -  - 

備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
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平成29年度損益外減損損失相当額は単位未満のため表示していないが、63,000円ある。  
平成29年度損益外利息費用相当額は単位未満のため表示していないが、18,607円ある。 

平成29年度損益外除売却相当額は単位未満のため表示していないが、73,227円ある。 

平成30年度損益外減損損失相当額は単位未満のため表示していないが、10,500円ある。  
平成30年度損益外利息費用相当額は単位未満のため表示していないが、18,968円ある。 

平成30年度損益外除売却相当額は単位未満のため表示していないが、73,227円ある。 

令和元年度損益外除売却相当額は単位未満のため表示していないが、3円ある。 

令和2年度損益外除売却相当額は単位未満のため表示していないが、229,190円ある。 

令和3年度損益外除売却相当額は単位未満のため表示していないが、6円ある。 

 

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

本学は、令和元年度まで「大学」「附属学校」をセグメント区分としていたが、令

和２年度から「教育学部・教育学研究科」「経済学部・経済学研究科」「データサイ

エンス学部・データサイエンス研究科・データサイエンス教育研究センター」「附属

学校」「事務局・その他」をセグメント区分として、セグメント情報の開示区分を拡

大した。 

 

ア． 業務損益 

教育学部・教育学研究科セグメントの業務損益は７４百万円と、前年度比８２

百万円（△52.76％）減となっている。これは、『運営費交付金収益』が前年度

比４８百万円（△5.24％）減となったことが主な要因である。 

経済学部・経済学研究科セグメントの業務損益は７３３百万円と、前年度比６

２百万円（△7.78％）減となっている。これは、『運営費交付金収益』が前年度

比１５０百万円（△21.49％）減となったことが主な要因である。 

データサイエンス学部・データサイエンス研究科・データサイエンス教育研究

センターセグメントの業務損益は１９４百万円と、前年度比１８百万円（△8.5

2％）減となっている。これは、『補助金等収益』が前年度比３９百万円（△59.

93％）減となったことが主な要因である。 

事務局・その他セグメントの業務損益は△６０４百万円と、前年度比８７百万

円（12.56％）増となっている。これは、『教育経費』が前年度比１０６百万円

（△40.20％）減となったことが主な要因である。 

附属学校セグメントの業務損益は△３３９百万円と、前年度比３１百万円（△

10.07％）減となっている。これは、『補助金等収益』が前年度比６３百万円（△

88.22％）減となったことが主な要因である。 

 

（表）業務損益の経年表                  （単位：百万円） 

区分 平成29年度  平成 30年度  令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

大学 291 258 264 - - 

教育学部・教育学研究科 - - - 156 74 

経済学部・経済学研究科 - - - 795 733 

データサイエンス学部・デー

タサイエンス研究科・データ

サイエンス教育研究センター 

- - - 212 194 

附属学校 △212 △196 △190 △308 △339 

事務局・その他 - - - △691 △604 
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法人共通 0 0 0 0 0 

合計 80 62 74 163 57 

備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
平成30年度法人共通は単位未満のため表示していないが、50,044円ある。 

令和元年度法人共通は単位未満のため表示していないが、37,782円ある。 

令和2年度法人共通は単位未満のため表示していないが、23,319円ある。 

令和3年度法人共通は単位未満のため表示していないが、20,602円ある。 

業務損益について、平成29事業年度より、従来「法人共通」欄に配賦していた運営費交付

金収益を、「大学」及び「附属学校」それぞれのセグメントに計上している。 

 

イ． 帰属資産 

教育学部・教育学研究科セグメントの総資産は６，４３９百万円と、前年度比

１４４百万円（2.29％）増となっている。これは、『建物』が前年度比１３１百

万円（15.88％）増となったことが主な要因である。 

経済学部・経済学研究科セグメントの総資産は３，７８４百万円と、前年度比

９４２百万円（33.17％）増となっている。これは、帰属資産におけるセグメン

ト計上方法変更により『建物』が前年度比８５７百万円（238.08％）増となった

ことが主な要因である。 

データサイエンス学部・データサイエンス研究科・データサイエンス教育研究

センターセグメントの総資産は８４６百万円と、前年度比５８百万円（7.36％）

増となっている。これは、帰属資産におけるセグメント計上方法変更により『建

物』が前年度比５０百万円（35.91％）増となったことが主な要因である。 

事務局・その他セグメントの総資産は７，３４８百万円と、前年度比１，２２

１百万円（△14.25％）減となっている。これは、帰属資産におけるセグメント

計上方法変更により『建物』が前年度比１，０９３百万円（△34.64％）減とな

ったことが主な要因である。 

附属学校セグメントの総資産は３，５１４百万円と、前年度比９百万円（0.2

5％）増となっている。これは、『構築物』が前年度比２８百万円（93.57％）増

となったことが主な要因である。 

 

 

（表）帰属資産の経年表                  （単位：百万円） 

区分 平成29年度  平成 30年度  令和元年度  令和 2年度  令和 3年度  

大学 17,835 17,978 18,120 - - 

教育学部・教育学研究科 - - - 6,295 6,439 

経済学部・経済学研究科 - - - 2,841 3,784 

データサイエンス学部・データサ

イエンス研究科・データサイエン

ス教育研究センター 

- - - 788 846 

附属学校 3,604 3,559 3,525 3,505 3,514 

事務局・その他 - - - 8,569 7,348 

法人共通 1,470 1,410 1,838 2,670 2,438 

合計 22,908 22,947 23,483 24,669 24,369 

備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
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③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

令和３年度においては、産学公連携の更なる拡充に向けたイノベーション・コモンズ（共創拠

点）整備事業及びコロナ対策やバリアフリー対応など「新しい学校様式」整備事業等に充てるた

め２３１，７８５，３５６円を使用した。 

 

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

該当なし 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

該当なし 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 

④ 当事業年度において担保に供した施設等 

    該当なし 
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(3) 予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示して

いるものである。 

 

（単位：百万円） 
区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算  

収入 5,918 5,985 5,444 5,641 5,971 6,233 5,771 7,035 5,774 6,302  

運営費交付金収入 3,175 3,198 3,059 3,104 3,200 3,213 3,028 3,283 3,184 3,222 （注１） 

補助金等収入 506 493 120 145 516 503 273 1,095 5 166 （注２） 

 学生納付金収入 2,067 2,056 2,093 2,095 2,053 2,006 2,178 1,996 2,174 1,937 （注３） 

 その他収入 170 238 172 297 203 511 291 629 268 529 （注４） 

支出 5,918 5,886 5,444 5,602 5,971 6,062 5,771 6,437 5,774 6,049  

 教育研究経費 5,288 5,225 5,202 5,222 5,313 5,276 5,272 5,191 5,569 5,353 （注５） 

 その他支出 630 663 242 380 658 793 499 1,247 205 696 （注６） 

収入－支出 - 96 - 39 - 164 - 598 - 253  

 

（注１）退職手当、年俸制導入促進費及び授業料免除実施経費の追加配分等による。 

（注２）補助金事業の増加による。 

（注３）授業料、入学料及び検定料収入の減少による。 

（注４）寄附金収入の増加等による。 

（注５）物件費の減少等による。 

（注６）受託事業費等及び補助金等の執行の増加による。 
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「Ⅳ 事業の実施状況」 

(1) 財源構造の概略等 

当法人の経常収益は5,953百万円で、その内訳は、運営費交付金収益3,045百万円（51.15％

（対経常収益比、以下同じ。））、学生納付金収益2,104百万円（35.34％）、その他収益8

04百万円（13.51％）となっている。 

 

(2) 財務データ等と関連付けた事業説明 

 ア．教育学部・教育学研究科セグメント 

  教育学部では、令和２年度国立大学法人施設整備費補助金（補正予算）により、（石

山）人文・社会・教育棟等空調設備改修工事を行うとともに、施設の老朽化対策工事と

して、（石山）美術・技術・職業棟トイレ改修工事、（石山）附属図書館分館多目的ト

イレの改修工事を完了した。 

教育学研究科では、令和３年４月に教職大学院に修士課程を統合・拡充し、教科担当・

学級担当としての堅固な実践的指導力を備えた新人教員の養成を目指す「授業実践力開発

コース」、障害、いじめ・不登校、外国人児童生徒など多様な教育的ニーズへの対応力を

もった教員の養成を目指す「ダイバーシティ教育力開発コース」の２コースを設置した。

併せて、教職大学院全学生のデータサイエンス基礎能力の修得を目指す科目「学校教育に

おけるデータサイエンス」を新設した。 
 
教育学部・教育学研究科セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益873 

百万円（52.14％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益6

28百万円（37.52％）、その他173百万円（10.34％）である。 

また、事業に要した経費は、教育経費195百万円（12.17％（当該セグメントにおける業務

費用比、以下同じ））、研究経費73百万円（4.53％）、人件費1,254百万円（78.32％）、

その他80百万円（4.98％）である。 

 

イ．経済学部・経済学研究科セグメント 

  経済学研究科では、大学院改革検討  WG による経済学研究科教育改革に基づき、１年

制社会人コース（ビジネス・データサイエンス専修プログラム）の募集、カリキュラム

調整を行い、令和４年度から実施する体制を整えた。 

  
 

経済学部・経済学研究科セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益549 

百万円（29.98％）、学生納付金収益1,167百万円（63.70％）、その他116百万円（6.32％）

である。 

また、事業に要した経費は、教育経費197百万円（17.93％）、研究経費72百万円（6.56％）、

人件費818百万円（74.37％）、その他13百万円（1.14％）である。 

 

ウ．データサイエンス学部・データサイエンス研究科・データサイエンス教育研究センタ

ーセグメント 

データサイエンス研究科では、2019年度に前倒し設置した博士前期課程について、学部

からの進学者の受入れを考慮し、2021年度より入学定員を20名から40名に倍増した。 

データサイエンス教育研究センターでは、企業等との連携協定、受託研究・共同研究契

約の締結を積極的に推進した結果、協定等締結機関数は、第３期当初目標の10機関を大き

く上回り、第３期終了時点で100機関を超えるまでに伸展した。 
 
データサイエンス学部・データサイエンス研究科・データサイエンス教育研究センター

セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益265百万円（30.04％）、学生納

付金収益298百万円（33.85％）、その他318百万円（36.11％）である。 

また、事業に要した経費は、教育経費85百万円（12.39％）、研究経費42百万円（6.10％）、

人件費339百万円（49.34％）、その他221百万円（32.17％）である。 

 

 



- 16 - 
 

 エ．附属学校セグメント 

  附属学校セグメントは、附属幼稚園、附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校、

により構成されている。 

コロナ対策やバリアフリー対応など「新しい学校様式」整備事業として「いまを生きる基金」及び

目的積立金により、（膳所）附属学校プール改修工事を完了した。 
また、感染症対策等の学校教育活動継続支援事業への補助金を活用し、児童生徒の学びの保障をす

るための取組を実施した。 

 

附属学校セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益563百万円(94.43％）、

学生納付金収益10百万円（1.73％）、その他23百万円（3.84％）である。 

また、事業に要した経費は、教育経費88百万円（9.39％）、人件費845百万円（90.34％）、

一般管理費2百万円（0.20％）である。 

 

 オ．事務局・その他セグメント 

新型コロナウイルス感染症への対応状況として、授業については原則として対面授業とし、感染対

策上必要な場合は online 形態も併用する形で実施した。また研究活動や社会との連携に関する業務

についても、感染対策をとったうえで、大きな制限を付すことなく進めることができた。 

併せて、学生・教職員の感染リスクを低減するため、ワクチン職域接種に取り組み、滋賀医科大学、

彦根市立病院、済生会滋賀病院の協力を得て、ワクチン接種を実施した。 

また、産学公連携の更なる拡充に向けたイノベーション・コモンズ（共創拠点）整備事業として、

目的積立金により（彦根）陵水会館改修工事を行った。 

 

事務局・その他セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益795百万円(82.

01％）、補助金等収益6百万円（0.60％）、その他169百万円（17.39％）である。 

また、事業に要した経費は、教育経費157百万円（10.01％）、人件費1,052百万円（66.

90％）、その他363百万円（23.09％）である。 

 

 

(3)課題と対処方針等 

当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、人件費及び物件費の節減方策、自己収入

の増加方策などの総合的な方針を定め、全学を挙げて経費の節減及び自己収入の増加に努めて

きた。 

また、大学を取り巻く状況が極めて流動的な中で、対策の進捗状況を点検するとともに現状

を再認識し、今後の財政運営についての検討も適時行ってきた。 

これらの取組の結果、赤字を発生させることなく健全な財政運営ができており、これからの

滋賀大学が継続的に発展していく観点から、予算編成においても教育研究に必要な資金を優先

投入するという従来からの戦略的な予算配分を踏襲しているところである。 

経費の節減においては、人件費縮減に取り組むと同時に、教育研究力の低下を防ぐため、多

様な特任教員制度を採用している。また物件費においても、滋賀県立大学・滋賀医科大学・聖

泉大学と共同調達を行うなど調達コスト、運用コストの削減に努めている。 

外部資金の獲得や自己収入の確保においては、受託事業収入が昨年度と比較して増加してお

り、外部資金獲得の着実な取組に努めていることがうかがえる。 

  また、施設（建物）に関しては、本学の場合、昭和50年代に整備された施設が多いため、こ

こ数年のうちに30年以上経過した建物の比率が多くを占めることとなる。 

こうした状況の中で、今後も滋賀大学が持続的に発展していくためには、施設・設備のマス

タープランの不断の見直しを行いながら、文部科学省への概算要求、補正予算への要求を行う

ほか、現下の厳しい財政事情に鑑み、目的積立金の活用など幅広い視点から教育研究環境の維

持・向上のための財源確保に努めて参りたい。 
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「Ⅴ その他事業に関する事項」  

１．予算、収支計画及び資金計画  
（１）．予算  

決算報告書参照  
 （２）．収支計画  

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照  
 （３）．資金計画  

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照  

 

 

２．短期借入れの概要  
 

 該当なし  

 
 
 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細  
（１）運営費交付金債務の増減額の明細  

（単位：百万円）  
 

交付年度 期首残高 
交付金当 
期交付金 

            当期振替額   
 
期末残高  

運営費交 
付金収益 

資産見返 
運営費交 

付金 

資本 
剰余金 

小計 

平成２８年度 4 - 4 - - 4 - 

平成２９年度 9 - 9 - - 9 - 

令和２年度 123 - 123 - - 123 - 

令和３年度 - 3,207 3,195 12 - 3,207 - 

備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
 
 
（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細  
 

①  平成２８年度交付分 
（単位：百万円）  

区  分  金 額  内     訳  

国立大学 法 人

会計基準第 78

第3項による振

替額  

 

 

 

4 

 

入学定員超過に係る執行残を、中期目標期間終了に伴い精算のために 

収益化。 

合計   4  

備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
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② 平成２９年度交付分 
（単位：百万円）  

区  分  金 額  内     訳  

国立大学 法 人

会計基準第 78

第3項による振

替額  

 

 

 

9 

 

入学定員超過に係る執行残を、中期目標期間終了に伴い精算のために 

収益化。 

合計   9  

備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
 
 
 
 

③ 令和２年度交付分 
（単位：百万円）  

区  分  金 額  内     訳  

費用進行 基 準

による振替額  
運営費交付  
金収益  

19 

 
①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

②当該業務に係る損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：19 
 ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 
 ｳ)固定資産の取得額：- 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 
 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務19百万円を収益

化。 

資産見返運  
営費交付金  

-  

資本剰余金  -  

計  19 

国立大学 法 人

会計基準 第 78

第3項による振

替額  

 

105 
授業料免除実施及び入学定員未充足に係る執行残を、中期目標期間終

了に伴い精算のために収益化。 

合計   123  

備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
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④ 令和３年度交付分 
（単位：百万円）  

区  分  金 額  内     訳  

業務達成 基 準

による振替額  
運営費交付  
金収益  

136  ①  業務達成基準を採用した事業等： 「ビッグデータ時代に

おけるデータサイエンス教育研究基盤の形成」、「社会人

へのデータサイエンス教育とデータサイエンス研究科の

設置 ― 社会人のスキルアップコースの設置と経済学研

究科に履修モデルを設定 ―」、「滋賀大学英語教育未来

創生プロジェクト」、「多様なAO入試を組み合わせた多面

的・総合的な評価への転換による入学者選抜制度の改革」、

その他 

②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：136 
 (教育経費：28、教育研究支援経費：3、人件費：105) 
 ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 
 ｳ)固定資産の取得額：8 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

業務達成基準を採用した事業等：「ビッグデータ時代に

おけるデータサイエンス教育研究基盤の形成」、「社会人

へのデータサイエンス教育とデータサイエンス研究科の

設置 ― 社会人のスキルアップコースの設置と経済学研

究科に履修モデルを設定 ―」、「滋賀大学英語教育未来

創生プロジェクト」、「多様なAO入試を組み合わせた多面

的・総合的な評価への転換による入学者選抜制度の改革」、

「データサイエンス教育の全学・全国への展開－データリ

テラシーを備えた人材の育成に向けたカリキュラム・教材

の開発－」の各事業については、当初の計画を達成したた

め、運営費交付金債務の全額を収益化。 

「Wi-Fi6対応高速ネットワークシステム等の整備」につ

いては、当該事業の成果の達成度合い等を勘案し、8,852

千円を収益化。 

 

資産見返運  
営費交付金  

8  

資本剰余金  
- 

計  144  

期間進行 基 準

による振替額  
運営費交付  
金収益  

2,631  ①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用進

行基準を採用した業務以外のすべての業務 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2,631 
 (人件費：2,631) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 
 ｳ)固定資産の取得額：- 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 

期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。  

資産見返運  
営費交付金  

-  

資本剰余金  -  

計  2,631  

費用進行 基 準

による振替額  
運営費交付  
金収益  

260 ①  費用進行基準を採用した事業等：退職手当、授業料免除、

移転費、建物新営設備費 

②当該業務に係る損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：260 
 (教育経費：0、一般管理費：12、人件費：247) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 
 ｳ)固定資産の取得額：4 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 
 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務260百万円を収

益化。 

資産見返運  
営費交付金  

4  

資本剰余金  -  

計  264 

国立大学 法 人

会計基準 第 78

第3項による振

替額  

 

168 
退職手当等に係る執行残を、中期目標期間終了に伴い精算のために収

益化。 

合計   3,207  

備考）百万円未満四捨五入により作成しているため、末位の数字が合わないことがある。 
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                                          （別紙） 

■財務諸表の科目  

１．貸借対照表  

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する

有形の固定資産。  

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に

比して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産

の価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減

少させた累計額。  

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。  

その他の有形固定資産：美術品収蔵品、船舶、車両運搬具等が該当。 

無形固定資産：特許権、ソフトウェア等が該当。  
投資その他の資産：長期性預金、長期貸付金等が該当。  
現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預

金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、

たな卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸

借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計

上された資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと

同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

資産除去債務：有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、当

該有形固定資産の除却に関して、法令又は契約で要求される法律上の義務及びそ

れに準ずるもの。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するも

の。退職給付引当金、環境対策引当金等が該当。  

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。  

政府出資金：国からの出資相当額。  

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。  

 

２．損益計算書  

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。  

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、

法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織

であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費  
人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。  

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。  

財務費用：支払利息等。  

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。  

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。  

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。  

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。  
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目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）

のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、

それから取り崩しを行った額。  

 

３．キャッシュ・フロー計算書  

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、

人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係

る資金の収支状況を表す。  

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収

入・支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金

の収支状況を表す。  

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・

償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の

収支状況を表す。  

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。  

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書  

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来

の税財源により負担すべきコスト。  
業務費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生

納付金等の自己収入を控除した相当額。  

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得

が予定されない資産の減価償却費相当額。  

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにも

かかわらず生じた減損損失相当額。 

損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得

が予定されていない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲

得が予定されていない資産を売却や除却した場合における帳簿価額との差額相

当額。  

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる

場合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当

事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。  

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らか

と認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した

場合の本来負担すべき金額等。  

 


